
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

兵E示ス,こ 百己車夷
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

:益
象者
]囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

BCP構 築運営
支援事業

オープンセミナー開催 4月 6日

TKP東京

駅セントラルカ

ンファレンスセン

ター ホール

10A

5名

一般及び

LPガ ス

関連事業

者

81名

災害対策にお
けるLPガス活
用についての
普及啓発事業

会員企業による合同演習 8月 26日
株式会社

田島
4名

LPガ ス

関連事業

者

19名

災害対策にお
けるLPガス活
用についての
普及啓発事業

会員企業による合同演習 8月 30日
富士瓦斯

株式会社
4名

LPガ ス

関連事業

者

19名

定示欠に言己澤義
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条 関係)                       |
|

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人LPガ ス災害対応 コンソーシアム

540,000正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益 1,361,000

4

受取利息

1,687,920

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

180,137

50,700
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
施設利用料
支払手数料
租税公課
新聞図書費

1,919,12

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

郵便費
駐車場費
振込手数料

B

1 期 A B 160,886

〕】

過年度損益修正益

)】

災害損失

|

当 期 C

709.662
)― ( )+|



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人LPガ ス災害対応コンソーシアム

科 目 金   額 小 計 ・ 合 計

870,548現金預金

未収金

棚卸資産

定資産

1

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 870,548

+

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

662

886

709,

160,

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 870,548



16号 (法第 28条

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人LPガス災害対応コンソーシアム

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会 )

によっています。
(1)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、会議費、旅費交通費及び支払手数料については従事割
合に基づき按分しています。

∩
５

科 目

る そ の の

管理部門

′ヽ=上
回 耐

オープン
セミナー

会員企業に

よる合同演
習

調査支援業
務

事業部門計 管理部門計

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費

施設等評価費用

支払手数料

印刷製本費

事務用品費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

85,000 1,276,000

5 4 0 00 0

179,006

540,000

1,361,000
179,006

85,000 1,276,000 719,1 )(

79, 7

0

10

00

20

5 0,

7, 9

3 6 3

100,427

700

1,680,000

80, 137

50,700

1,687,920

3 6 3

137,993 101,127 )( 120

137,993 )( 120

-101, 127 71g,

特 宇

680.

101.

―bZ,993



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人LPガ ス災害対応コンソーシアム

令 暑自 ′|ヽ 言十 計

崖

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀 行普通預金

17,989

852,559

未収金

事業未収金

事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

(1)有形固定資産
車両運搬具

事業用卓両

什器備品
パソコン

長期貸付金
銀行

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
事業所

敷金
事業所

【′

【A】 資 産 合 計 ①+② 870,548

】 負

未払金
給与
社会保険料

預り金
源泉徴収税

長期借入金
銀行借入金

退職給付引当金
職員

【I

暦1,

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 870,548

870,548



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 J冦誌斃どぢF幌隆騒1螂猛漏鮮ξ墓獣観哲
所並

特 定非 営利 活動法 人IPガス 害対応コンソーシアム

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)

И各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏   名

1 理 事 監 事

タジマ ヒロユキ
令和 4年 4月 1日 ～

令和 5年 3月 31日

年   月   日

年 月 日田島 裕之

2 監 事理 事

ヒロセ ナオユキ
令和 4年 4月 1日 ～

令和 5年 3月 31日

年   月   日

年  月  日廣瀬 直之

3 監 事

ツダ  コレカズ
令和 4年 4月 1日 ～

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日津田 維一

4
ヤマシタケイイチ

令和 4年 4月 1日 ～

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年山下 敬一

5

シミズ ユタカ
令和 4年 4月 1日 ～

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日清水 大

6

オザワ トシユキ
令和 4年 4月 1日 ～

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日小澤 敏行

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

′
´…｀

ヽ

史壁り
,監事

⌒

k翌3)監
事

′
´~｀

ヽ

理事ヽ 整壁シ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人LPガス災害対応コンソーシアム

氏   名

1

株式会社 田島
代表取締役社長
田島 裕之

2

東京燃料林産株式会社
代表取締役
廣瀬 直之

3

富士瓦斯株式会社
代表取締役社長
津田 維一

4

武陽液化ガス株式会社
代表取締役社長
山下 敬―

5

清水燃料株式会社
代表取締役社長
清水 大

6

東京プロバンガス株式会
社
代表取締役社長
小澤 敏行

7

株式会社丸江
サービス保安グループ
堀 達弥

8

垣見油化株式会社
取締役石油ガス部長
加藤 至

9

日東燃料工業株式会社
総務課 課長
清水 俊郎

10

伊吹石油ガス株式会社

部長
山崎 亮

11

12


